


































































































































































































































































































































































































































































































































































































タ ナ アタ アラ タ
吏タルカ為メ政治論ヲ為スコト能ハサノレニ非スシテ，属僚タルカ為メ政治
ナ アタ シコウ
論ヲ為スコト能ハサノレナリ，而シテ大学教授ハ何人モ之ヲ属僚ナリト云フ
シタガツ
モノアラサノレヘシ，従テ何人モ大学教授二二政論ノ自由ナシト云うモノア
ラサルヘシ｣，
タダソノ
「唯其文部省二属シ文部大臣ノ配下ニ在ルカ女ロキハ単二職務上ノ管督ヲ
トドマアエ アラ コト
受クルー止リ，敢テ思想ノ自由ヲ拘束セラルヘキニ非サノレナリ，殊二大学
エンゲン ソノ アオ
ハ智識ノ淵源ナルヲ以テ，社会百般ノ問題モ其最後ノ決定ヲ大学二=仰クモ
マタ
ノ多シ，故二大学モ亦自ラ任シテ国民指導者ノ地位二立ツハ国家ﾉﾎﾟﾘ福ナ
カツ イワユル オモネ
ノレヘシ，且大学教授ハ所謂政界以外二超然タノレヲ以テ政府二阿ラス政党ニ
ヘツラカンカンガクガク ナ ハタイク
譜ハス侃々誇々不偏不党ノ論議ヲ為スニ於テハ（,）国家ノ禾lI福果シテ幾
バク
何ナノレヲ知ラサルナリ，」。
以上，著者は官吏を二分し，大学教授は，少なくとも属僚ではない故に政
論の自由を保障されているし，文部省の監督下にあるのはあくまでも「職務
上ノ管督」にすぎず，思想の自由，研究成果発表の自由にはかかわらないと
する。その方がむしろ，国家，国民にとっての利福を増大させるのだとの主
張であった。ここで著者が，国家と政府，とりわけ当時政府と国家とを区別
し，当時政府の政策と相容れない大学教授の言論についても「国家ノ利福」
の視点で把えるように指摘することは，とりわけ後年に至るほど無視され
じゅうりん
踵RM1されていったわが国の歴史からすると，重要である。軽々に国家と政
府＝時の権力とを同一視しない態度は，昨今特に必要であろう。
著者は次いで，３点目の主張，すなわち大学教授の言論が外交関係に及ぼ
す影響という論点を検討する。
ナタ
｢大学教授ノ言論ハ外国二於テ重キヲ為スカ為メ外交二二害アリト」言う
「学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）１９
イエド ソノ ソノ
者もあるが，「学者ト錐モ国民ナリ，其国家ヲ恩フノ念慮'､其超然トシテ
無頓着ナル地位二照スモ，政権二恋々トシテ顧慮スル所多キ政界ノ人ヨリ
ハルカマサ アエ カエリ
モ遥二優ルコトアノレモ敢テ劣ル所ナキナリ，……国家ノ不利益ヲ顧ミスシ
ナ
テ立論スルカムロキ愚ヲ為スモノナランヤ｣，
アルイ オソレ
「外交当局者或ハ大学教授ノ意見卜当局者ノ意見トヲ混同ｾﾗﾉﾚﾉﾚﾉ虞
タ ナ
アノレカ為メ，教授ノ意見発表ハ外交談判ノ進行二害アリト為スモノアルモ，
コレマタ
是亦謬見タノレヲ免レス｣，
フキ ソノ
「外国二於ｹﾉﾚ大学教授ノ地位ハ多クハ独立不驫ナルカ故二，其吐ク所
ソノ アラ
ノ意見必スシモ其政府ト相関スルモノニヲドス，故二外人我教授ノ意見ヲ間
クモ直チニ之ヲ当局者ノ意見ナリト誤認シテ当局者ノ迷惑ヲ来タスカ如キ
モシ
コトアノレノ理ナシ，若シ強ヒテ教授ノ意見外交二害アリトノ理由ヲ求メナ
ハ，教授ノ意見ハ国民ノ世論二影響スル所多キヲ以テ，世論ヲ後援トセサ
ス
ノレ旧式ノ外交二害アリ卜云フニ過キサルヘシ,｣。
このように第３の論点についても著者は論駁し，要は外交上の影響とは言
うものの結局は国内世論への影響を懸念する態度から出た意見に過ぎない，
とする。さいごに著者は次の言をもって論文を結んでいる。「学説ト政論ト
ソノ コ
ヲ区月リシテ其取扱ヲ異ニスルハ，政府是レ国家ナリト恩!唯シタル|日時ノ遺物
ナリ」。
あさたろう （29）
ｆ、法学博士岡田朝太良ﾛ論文の概要
岡田論文の題名は「分限令ノ解釈卜教授ノ言論」と題し，戸水教授休職処
分の法的根拠として久保田文相が主張する文官分限令第11条１項４号の適用
の是非をめぐって，これを批判する論文である。岡田朝太郎博士の経歴は次
の通りである。「1868-1936,明治一大正時代の刑法学者。慶応４年５月2９
しん
曰生まれ。ヨーロッパIこ留学後，明治33年東京帝大教授。３９年清（中国）政
府にまねかれ，法典起草にかかわる。のち早大，明大教授。川柳研究家とし
みの
てもしられた。昭ﾎﾟﾛ11年11月13曰死去。６９歳。美濃（岐阜県）出身。帝国大
2０
学卒。号は三面子，虚心。著作に「曰本刑法論』，句集『三面子狂句集」な
(30）
ど」である。
岡田論文は戸水博士休職処分の問題を，「文部大臣ガ戸水教授二分限令第
11条（第１項）第４号ヲ適用シタルハ正当ナリヤ否ヤ」と，「教授ノ言論ハ
アタ
政治二及フ能ハサルヤ否ヤ」の２点であると指摘し，以下の女ﾛ〈論を展開す
る。まず第１点目について同令同号にいう所の「官庁事務ノ都合」とは何か。
ソノ
（同号の）「正面ノ法文自身二二照シ，裏面分限令制定ノ精神二考へ，其問
題ト成レル官吏ノ属スル官庁ノ関係事務ヲ指称スルニ外ナラザルハ異論ア
ル可ラザル所ナリ」，
ナ
「故二=大蔵省ノ官吏'､陸軍省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ為ス可キ
ナ
ニニアラス，海軍省ノ官吏ハ逓信省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ為ス可
ナ
キニニアラズ，内務省ノ官吏ハ農商務省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ為
ス可キニアラズ，文部省ノ官吏ハ外務省ノ事務ノ都合ヲ以テ休職ノ処分ヲ
ナ
為ス可キニニアラズ｣，
ホウコウ
「戸水博士..…･ハ東京帝国大学ノ専任教授ニシテ文部省本省ニ何等奉行
シタル職務ナシ，眼前十数曰ノ後二新学年ノ授業ヲ開始シ，又同一ノ時期
二追試験ヲ施行スベキ法科大学事務ノ都合ヨリ云ハバ，同氏ノ在職ノ必要
アタカ カカワ
欠ク可ラサノレコト'恰モ文部大臣ノ云う所ト正反対ノ事実アルニ拘ラス，分
限令第11条第４号二拠り休職ヲ命シタルハ，該条項ノ解釈ヲ誤リタル不当
ノ処分ト謂ハザルヲ得ザルI頂序ナリ｣。
（休職処分の理由について）「文部大臣ハ東京帝国大学総長及法科大学教
授会ヲ代表シタル委員二対シ『本大臣ノ視ル所ヲ以テスレバ，分限令第１１
条４号ノ官庁事務ノ都合トハ，必スシモ所属官庁ノ関係事務ニ限り狭ク解
釈スベキニ在ラズシテ，総テノ官庁ノ総テノ事務ノ都合ヲ包含ス，戸水教
授ノ休職処分ハ大学ノ事務ノ都合二出デタルニアラズ（,）其他ノ官庁ノ
タダ
事務ノ都合二出デタリ，但シ如何ナル官庁ノ如何ﾅﾉﾚ事務ノ都合二出デタ
ルカハ説明ノ限リニ在ラズ』ト言明セラレタリ」。
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２１
このように同論文は，「官庁事務ノ都合」という文言について，大学教授
の所属する「官庁」とは帝国大学を指すとするのに対して，文部大臣の解釈
で言う「官庁」は，大学ではなく「其他ノ官庁」であるとし，「如何ナル官
庁ノ如何ナル事務」であるかは説明しない，としている点を明確にする。文
相がいかに窮したとはいえ，このような処分理由では到底大学人を説得でき
ないであろう。このような文相の無理な解釈は，些か大津事件（明治24年５
月11曰）における政府側の無理難題を坊佛とさせる。被疑者津田三蔵に対し
て，大審院が謀殺未遂犯として無期徒刑に処した（同月27曰）のであるが，
これ
この判決に至るまでの政府側の司法権への介入，干渉を時の大審院長児島`唯
かた （31）
謙が排除したことで有名な事件であるが，政府側はロシアに対する恐`|布から
犯人を死刑にすべ〈，刑法116条を拡張解釈して外国の皇帝，皇族をも含む
とした点である。また，政府はために，緊急勅令として勅令第46号を発し
(５月16曰)，「刑法第116条ノ正解卜云ヘル論題ノ学術演説」も中止したので
（32）
あった。話を元に戻すと，岡田論文は文官分限令の趣旨，目的を検討し，次
のように懲戒や分限処分についての手続保障にも言及する。
ワガ ママ
「元来分限令制定ノ趣旨ハ本属長官ノ自（我）儘ナル認定二二対シ文官ノ
位置ヲ保障スルニ在り（同令第２条参考）……該令二拠ル免官ノ処分ヲ為
スニハ第３条各号二列挙シタル事実ヲ要シ，休職ノ処分ヲ為スニハ第11条
ジヘイ
各号二列挙シタル事実アルヲ要シ，決シテ認定卜云へﾉﾚ漠然ダル辞柄（話
ペカ
のたれ）ノ下二自（我）儘ノ処分ヲ許ス可ラザノレハ何等ノ疑ヲ容レサル所
トス｣，「若シ文部大臣ノ主張セラルル如ク（であれば）……不具廃疾ニ因
り又ハ身体若クハ精神ノ衰弱ニ因り職務ヲ執ルー堪ヘサルトキモ官庁事務
二不都合アリ，傷病ヲ受ケ若クハ疾病二罹リ，其職二堪ヘサルトキモ官庁
事務二不都合アリ，官制又ハ定員ノ改正ニ因り過員ヲ生シタルトキモ官庁
マ
事務二不都合アリ，懲戒二付スベキ非行又ハブfl]事裁判ヲ俟ツベキ犯罪ノ嫌
疑アル官吏ノ在職ハ尚更官庁事務二一大不都合アリ｣，
2２
「従テ分限令第３条第１号第２号及上第３号ノ上半ナラビニ第11条第１
号第２号ハ毫モ之ヲ特筆大書スルノ必要ナク，単二第11条４号卜同文ノ規
程１個条ヲ置テ『官吏ハ官庁事務ノ都合ニ依り其官ヲ免シ又ハ之二休職ヲ
アニ
命スノレコトヲ得」卜云フヲ以テ足レリトス，立法者豈斯クノ女ロク多数ノ無
用ナル規程ヲ置クノ理アランヤ，分限令第11条第４号ヲ広義二解スルノ不
当ナルハ此ノー事二比較スルモ明ナリ｣。
（仮に文部大臣の如き広義の解釈をするとしても）「其所謂官庁事務ノ都
合ハ説明スルニ足ルベキ実在ノモノタラサル可ラズ，……不具廃疾負傷罹
患等何人ノロニモ映ズル明々白々ノ事実二就テスラ，当該上長官ノ単独ノ
認定ヲ許サズシテ，高等官二在リテハ文官高等懲戒委員会（,）判任官ニ
在リテハ文官普通懲戒委員会ノ審査二付シ，其ノ決定二従フコトヲ必要ト
シタルニ在ラズヤ｣，「斯ノ如キ用意周到ナル分限令ガ，独り第11条４号ニ
限り如何ナル官庁ノ如何ナル事務ノ如何ナル必要二出タルカヲ示定セズ
(,）漠然ダル認定ノ下二本属長官ノ随意ナル処分ヲ許スベキ道理アラサル
ヲ以テナリ」。
「仮二広キ解釈ヲ許ストナシ（,）従テ所属官庁ノ関係事務二限局セスト
ナスモ，其如何ナル官庁ノ如何ナル事務ノ都合二出テタルカヲ説明スル必
ジユウリン ケンコウ
要ナシトシタルハ，分限令制定ノ趣旨ヲ躁lMklシ，他ノ条項トノ権衡ヲ無
視シ，文官ノ位置ヲシテ該令施行前ノ暗黒時代二復帰セシメタル不当ノ処
置卜言ハザル可ラズ｣。
以上のような批判がいずれも文部大臣としての処分に対するものであった
のに対し，岡田論文は，続けて，個人としての久保田譲君がｌ～２名の者に
サカン
対して「戸水博士ガ時局二関シ熾二政論ヲ為シタノレ」ことカゴ処分のもう一つ
の理由であると言明した点を把え，次なる論点として，「大学教授タルモノ
ノ言論ガ政治二及フ能ハサルヤ否ヤ」を検討している。岡田論文は，検討の
前提として，「官吏（附教員）ノ政論取締二関スル法規ノ没革大略」を掲げ
ている。100年後の今となっては当時の資料の入手も困難であるため，資料
「学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２３
(史料）的価値もあろうから，以下にその全文を同論文中より抜粋する。
（33）
「官吏（附教員）ノ政論取締二関ｽﾉﾚ法規ノ没革大略」
(1)明治６年４月太政官第131号達
ポウガイ
在官ノ者宮中ノ事務'､勿論或ハ外国交際ノ妨碍トナルベキ類ハ（,）
ササイ ヒソカ
Ｉ：i細ノ件ト錐モ私二新聞紙へ令掲載候義不相成候事
但公布ヲ経ル文書又ハ其長官ヨリ差図ノ分ハ此限二非ラズ
(2)明治８年７月太政官第119号達
凡ソ官吏ダル者（,）官報公告ヲ除ク外（,）新聞紙又ハ雑誌雑報等二
於テ私ニー切ノ政務ヲ叙述スルコト不相成候條此旨相達候事
但百般学科二係ル叙述ハ此限ニアラズ
(3)明治17年４月５曰文部卿達東京大学
アツ
文部省吏員及文部省所轄学校職員等公衆ヲ聚メ講談演説ノ席ヲ開ク等
不相成旨兼テ相達置候趣有之候処（,）自今其学校教授ハ左ノ条項ニ拠
り公衆ヲ聚メ学術上ノ講談演説ヲ為スハ不苦候條（,）尚総理二於テ厳
粛取締相立不都合無之様取計フベシ（,）此旨相達候事
但教授ノ外教授二準シテ本文講演ヲ為スヲ得セシメントスルモノアル
ウカガイ モウシイデオク
トキハ伺出ヘク（,）且本文取締二関スル細ﾛﾘ等ハ便宜取調申出置
くシ
ー講談ノ事項ハ各分科大学ノ諸科ニシテ（,）成ルヘク教育上民業
ヒエキ
上二稗益多キモノタノレベシ
ー前項学科上ノモノト錐モ（,）筍モ政務二関スルハ之ヲ講演スヘ
カラス（,）且政務二関スル講談演説ヲ為ス者等ト共二開会スヘカ
ラズ
フケイ
ー講演ノ際ハ言辞ヲ!直ミ，筍モ不経二渉ノレコトアルヘカラズ
(4)明治22年１月24日内閣訓令
凡ソ官吏タルモノハ自今其職務外卜雌モ（,）公衆二対シ政事上又ハ
学術上ノ意見ヲ演説シ又ハ之ヲ叙述スルコトヲ得（,）但各長官ノ監督
2４
二従属スベシ
法律規則ヲ以テ特二制限サレタル官吏ハ前項ノ限リニアラズ
(5)明治22年10月９日文部大臣訓令帝国大学
明治15年６月10曰同17年４月５曰同19年７月10曰附ヲ以テ（,）学術
ノ講談演説二関シ及訓令置候次第モ有之（,）凡ソ教員学生生徒学術ノ
講談演説ヲ為ス節（,）現在ノ政務二関スル事項ヲ可否討論スル等ノ儀
無之様一層厳重取締可致此段更二訓令ス
(6)明治27年１月23日文部省訓令第３号
一教育ハ政論ノ外二特立スヘキモノニシテ（,）特二政党ノ争ハ普通
教育ヲ受クル未成年者ノ脳髄二感染セシムヘカラス（,）故二学校教
カンヨ
員ハ政論二干預シ政事上ノ競争ヲ輔助誘導スノレヲ許サス（,）今度議
アダ
員選挙ノアラントスノレニ方リ学校教員ノ職ヲ帯フル者ハ其身固有ノ選
挙権ヲ行フノ外（,）何等ノ党派二向テモ直接二間接二選挙ノ競争二
関係スヘカラス
ニ官公立学校教員ニシテ議員被選挙人タラントスル者ハ（,）其志望
ヲ表白スルト同時二教員ノ職ヲ辞スヘシ
(7)明治31年２月４曰文部省令第１号
学校教員ニシテ政党競争ノ渦中二人ル者アラハ（,）教育ノ独立ヲ傷
ケ其結果不測ノ弊害ヲ生スベシ（,）是レシバシバ訓令ヲ下シテ学校教
員ノ政論ニカロハルコトヲ禁制シタル所以ナリ（,）今ヤ衆議院議員総選
挙ノ期近ツキ選挙競争ノ手段百端ナルニ方りい政府ハ最モ公平ヲ旨
トシ人民ヲシテ自由ノ競争ヲ為サシメンコトヲ期ス（,）此際学校教員
タルモノ深ク年来訓令ノ趣旨ヲ体シＱ其身固有ノ選挙権ヲ行フノ外
何等ノ党派何等ノ候補者二向テモ間接直接ヲ問ハス其選挙ヲ妨害シ若ク
ハ勢助スヘカラス（,）若シ或ハ子弟トノ関係緊密ナルヲ奇貨トシ其父
兄ヲ勧誘シテ選挙競争二干与スル等ノ事アラハ（,）是レ其本分ヲ蹴越
スルモノニシテ教育ノ独立ヲ傷害スルコト少小ニアラサルヘシ（,）当
ナカ
該官庁及各学校'､此際一層取締ヲ厳ニシテ其監督ヲ怠ノレコト勿レ
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２５
(8)明治38年８月文部省訓令第７号北海道庁，府県，帝国大学，文部省
直轄諸学校
左ノ内達訓令内訓ハ自今廃止ス
前略明治１７年４月５曰文部卿達
同２２年10月９曰文部大臣訓令
同２７年１月23曰文部省訓令第３号
同３１年２月４曰文部省令第１号
(9)明治38年６月15曰文部大臣内訓大学総長宛
官吏タルモノハ政治問題二関スル言動ヲ慎ムヘキハ言ヲ侍タス（,）
殊二今曰ノ時局二関スル大学教授ノ言動ハ国際上戦局上影響スル所少ナ
カラサルヲ以テー層之ヲ`直マサル可ラス（,）故二之二関シテハ十分戒
告ヲナスヘキ旨サキニ注意スル所アリタリ（,）然ルー近来其学職員ニ
シテ時局二関シ不謹!直ノ言動ヲナス者往々ニシテ之レ有ルヲ間クハ甚遺
憾トスル所ナリ（,）今後訓戒ノ趣旨二違上其言動ヲ,直マサル者二対シ
遂二相当ノ処分ヲ行フノ止ムヲ得サル力如キコトアレハ（,）此レ本大
臣ノ最遺憾トスル所ナリ（,）貴官ハ宜シク此意ヲ体シ不都合之レ無キ
様此際厳二訓戒ヲｶロヘラルヘシ
以上の複雑な改変について，岡田論文は次の様に整理して，大学教授の政
論の自由を導き出している
「……明治６年及８年ノ太政官達ハ明治22年ノ内閣ノ訓令二依リテ消滅
タ
シ，原ロリトシテハ官吏ト錐モ政見ヲ発表スルコトヲ得，止夕本属長官ガ監
督上必要卜認メタル取締二服従スベキコトトナレルナリ，而シテ大学教授
ノ言論力政治二及ブコトヲ得ルノ範囲二関シ，時々文部大臣ヨリ発シタル
ジ
各種ノ命令'､明治31年１月（２月？）ノ文部省令第１号ニー掃サレテ，爾
ライ
来前記現大臣ノ内訂''二至ノレマデ何等具体的ノ制限又ハ取締アラザリキ，実
二吾人ハ教授ガ政治論ヲナス十分ノ自由アルヲ信シツツアリシナリ｣。
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続いて著者は，２点目の本論に入り，次のように述べている。ただしその
前提として，新聞紙条例，出版法の事前検閲を肯定した上での立論である点，
現在と較べて限界があったことは言うまでもない。
「……大学ハ学術ノ穂奥ヲ極ムベキ最高ノ学府ニシテ，之二教鞭ヲ取ル
ミダリ
教授ノ言論'､新聞紙条例又ハ出版法等二禁止スル所ノ外，漫二権力又ハ1情
フキ
実ヲ以テ之ヲ牽制スベキニ在ラス，学術ノ進歩'､不驫独立ノ言論ノ闘争ヲ
タマモノ ココ
ー大条件トシテ（,）一国ノ開発'､学術進歩ノ賜ナリ，差ヲ以テ医科大
学ノ教授力中央衛生会ノ施設ヲ非難シ，工科大学ノ教授力狭軌鉄道ノ不利
益ヲ唱へ，農科大学ノ教授ガ鉱毒防止ノ不十分ナルヲ攻撃シ，理科大学ノ
教授ガ産期魚烏保護ノ不備ヲ訴へ，文科大学ノ教授ガ国定教科書ノ欠点ヲ
指摘スルノ類ハ，世人卜云ハズ当局卜云ハズ，毫モ之ヲ怪ム所ナキニアラ
ズヤ，然ルー独り政治法律ノ学術ヲ研究スル法科大学ノ教授ガ，タマタマ
某政務ヲ具体的二評論スルヲ以テ官吏二相当セザル不謹,直ノ行動トナスハ
果シテ何ノ拠ル所力在ル｣。
「……従来政府ノ為ス所ヲ観ルー更ニー層奇怪ナル事実アリ，……法科
大学ノ教授ガ政治論ヲ為スモ時ノ政府ノ方針ヲ賛成スルトキハ敢ヘテ何等
ノ牽制ヲカロヘズ，タマタマ之二反対ノ意見ヲ吐露スルトキハ容易二職権ヲ
云々シテ之ヲ禁止セントスルコト（あり）……，政府タルモノ大学教授ノ
言論ヲシテ自己ノ所信二隷属セシメント欲スルカ，職権ヲ以テ文権ヲ躁鵡
セント欲スルカ，時ノ政府ノ所信ノカロキ学理ノ前ニハ普通人事ノー現象ト
シテ之卜何等ノ軽重ナシ｣。
更に，上記の内容を一応肯定しつつも，過激にわたる言論については扱い
を異にするべき，つまり取り締まりの対象として可能とする意見に対して，
次の如く述べている。この点について，現在の視点でこれを表現すれば，言
論に応ずる更なる言論による応酬|こそが大切であること，政治的言論の自由
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２７
の核心には，時の政治体制にとって危険な言論をも保障することにあること，
とする考え方が既にここに述べられていたことは驚きであり，現在でも極め
て重要な意義を有している。
サシッカェ
「弁ｽﾉﾚ者イワク主義トシテハ教授ガ政治論ヲ為スモ敢ヘテ何等ノ差支
タ
アルニアラズ，止ダ其過激ニ渉リ内治外交二影響ｽﾉﾚ所少カラザルモノニ
至リテハ之力発表ヲ差押へザル可ラズト｣，「然しドモ･…･･何ヲ力過激ナル
ペカ
政治論ト云上，何ガ故二内治外交二影響ｽﾉﾚ言論ヲ慎マザル可ラザルカ，
政府ノ某施設ノ失当ナルヲ鳴ラシ明二之ヲ言フト否トー論ナク，其廃棄ノ
必要ヲ説ク程過激ナル政論アルコトナシ，之ヲ禁スト云ハバ政府反対ノ言
論ヲ禁スト云フト何等ノ差別カアル，而モ内治ニモ外交ニモ何等影響スル
所ナキ言論ヲ許スト云フニ至リテハ，一文半銭ノ価値ナキ愚論ノミ之ヲ為
スヲ許スト云フニ均シク，吾人ハ呆然トシテ適当ナル評言ヲ得ルー苦マサ
ルヲ得ザルナリ｣。
かくして，次の如き結論に至っている。
サタン
「……戸水教授ノ政論ノカロキモ各自其信ｽﾉﾚ所二従テ左担（味方するこ
と）スル者ハ左担シ反対スル者ハ反対シ，未ダカツテ同僚ノ意見タルノ故
ヒソカ
ヲ以テ之二賛成応援シ，若クハ窃二二私憤ヲ晴サンカ為二之ヲ論難攻撃シタ
ル者ハアラザルナリ，大学ノ意見ノ尊重スベキハ真理二合スルヲ第一ノ要
義トナスト錐モ，之卜同時二亦其不驫独立他ノ牽制ヲ受ケサルノ点二於テ
ツナ
深ク上下ノ信頼ヲ繋グ所トス，某ノ教授政府二反対スノレモ不当ト信ｽﾉﾚ他
イワン
ノ教授アル時ハ遠慮ナク之二反対スベシ，況ヤ政党其他ノ主張二二於テオ
ヤ｣，（中略）
「余輩ハ必ズシモ斯ル絶対的ノ自由ヲ必要トスル者ニアラザルモ，亦我
政府従来ノ処置ノ如久少シク魚心二政府反対ノ意見ヲ発表スルトキハ直
二官規ヲ云々シ権カヲ振舞ハシ，免官休職ノ類ヲ以テ之ヲ妨止セントスル
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ニハ極力反対セザルヲ得ズ，現政府ノ方針ヲ賛成シタル言論二依テ次ノ内
閣員ノ機嫌ヲ損シ，之ガ意ヲ迎ヘンカ為二所説ヲ_変シテ（,）更二其次
ノ政府ノ怒二触ルトセバ遂二何等ノ政論ヲモ為ス能ハザルニ至ラン｣。
「教授ノ言論ハ決シテ斯ノカロクナル可ラズ，腹蔵ナク所信ヲ発表シ政府
モ政党モ普通ノ人モ之ヲ参酌シテ（,）採ルベキハ採り，動クベキハ動キ，
止ムヘキハ止ムヲ学説ノ効用トス｣。
以上，明治3８（1905）年の時点で，一般には言論，表現の自由の意義を，
とりわけ大学教授の言論の自由の保障について述べているのであるが，実に
この視点は２１世紀初頭の現在のわが国でも通用するであろう。なお，岡田論
文は，「当局者タルモノ少シク反省シテ可ナリ,」と結び，最後には括弧書き
にして，明治38年９月13曰の脱稿の日付を付し「－気二呵成ス」と書き記し
（34）
ている。
（以上）
（１）前稿では大正９（1920）年の森戸事件を扱い，森戸辰男，大内兵衛両名の新
聞紙法違反事件に対してこれを批判する佐々木惣一の論文を引用して，教授の研
究及び研究結果発表の自由の立論を紹介した。その後，関連文献をいくつか読み
進める中でわが国初の大学である帝国大学（現東京大学）の創設期において学問
の自由なり大学の自治なりについてどのように理解されていたのか，が疑問とな
った。また大学の自治という制度による保障のある現在と較べて，制度的保障の
ない中での，大学の自治を求める大学人の苦闘がどのようなものであったのかに
ついて更に深く理解する必要を痛感するに至り，論述の順序を時代的に遡行させ
て，「帝国大学令下の大学」としてその後目を通した文献，資料を本稿で紹介，検
討することにした。些か，本来の論文の体裁からは隔たるものの，筆者の学力，
研究不足に免じて，読者のご寛容をお願いする。
（２）松尾尊禿，『滝川事件｣，岩波現代文庫，2005年１月刊。
（３）立花陸，『天皇と東大一大日本帝国の生と死一上，下｣，2005年12月10日刊，
文藝春秋。
（４）同上書，１３頁
（５）立花隆，「安倍晋三「改憲政権」への宣戦布告｣，現代，2006年10月号28頁。
（６）立花陸，同上論文37頁は，「歴史が教えるところは，そのような権威に従順な
（教育勅語に忠実な）人々が作った社会は，結局のところ，弱い社会にしかならず，
｢学問の自由｣，「大学の自治」と大学内部の法関係（３）（片山）２９
個の価値が尊ばれている社会と戦争したらあっさり負けてしまったということで
ある。（換行）真に強大な国家を作ろうと思ったら，やはり南原がいったように，
『自由な精神的独立人」の結合体がよいのである｡」と言い切っている。
（７）田中＝末川＝我妻＝大内＝宮沢，『大学の自治』，朝日新聞社，1963年，235頁。
（８）同上書，８頁。
（９）田中耕太郎，『教育と権威｣，勁草書房，1948年。世界思想社編集部編，『滝川
事件一記録と資料一』，世界思想社，2001年，813頁以下所収，814頁。
(10）田中耕太郎，同上書，814頁－５頁。なお，以下，漢文調の部分は，できる限
り読み易くするため，適宜，段落をつけ，旧字体を新字体に改め，和数字をロー
マ数字に改め，読み仮名を振り，句読点を追加し，あるいは語義を明らかにする
ため随時注を挿入する等，若干原文を改めざるを得なかったので，ここに予めお
断りする。
(11）前掲注７，９頁。
(12）前掲注７，２２頁。
(13）前掲注９，８１６頁。
(14）前掲注７，２２頁。
(15）前掲注９，８１６頁。
(16）前掲注７，２７頁。
(17）同上。
(18）同上，３０頁。
(19）同上。
(20）前掲注９，８１５－６頁。なお，引用文中の文官分限令第11条第１項第４号は次
の通りである。「第11条官吏左ノ各号ノーニ該当スルトキハ休職ヲ命スルコトヲ
得……四，官庁事務ノ都合ニ依り必要ナルトキ」である。戸水教授はその後明治
３９年（1906）年１月には復職が認められている。戸水事件についての詳細は，前
掲注２，４頁，352頁，前掲注７，１０－２２頁，前掲注３，上巻232-317頁参照。
(21）前掲注３，上巻286-287頁。
(22）前掲注３，上巻287-288頁。
(23）永原慶二監修，『岩波日本史辞典』，岩波書店，1999年，1099-1100頁。
(24）国家学会雑誌19巻10号（第224号)，１頁。なお，前掲書７，１９頁では，後の
森戸事件で新聞紙法違反として有罪とされた大内兵衛は「森戸事件のときこの論
文集を二度も三度も読んだ」という。それだけ重要な論文集といえよう。
(25）上田正昭，西沢潤一，平山郁夫，三浦朱門監修，「講談社日本人名大辞典｣，
講談社，2001年，522頁。
(26）前掲注２４，２－６頁。
(27）前掲注24,7-12頁。
(28）前掲注25,1261頁。
(29）前掲注24,13-24頁。
(30）前掲注25,396頁。
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(31）山川雄已編注，『児島,准謙大津事件手記｣，関西大学出版部，2003年，３頁。
(32）同上書，12-13頁。
(33）前掲注24,17-21頁。
(34）本号では，国家学会雑誌19巻10号の掲載論文中，巻頭より順次３名の著者の
論文を紹介したのであるが，次号以下では更に，小野塚喜平次，高野岩三郎，姉
すすむ こう さぶろう
崎正治，中Ⅱ|孝太郎，河津暹，上杉Ｉ慎吉，志田岬太郎，山田三良，美濃部達吉他
の鐸々たる学者の論文を紹介，検討する予定である。いずれの論文も，透徹した
論理を展開し，時代の制約をのり越えて，現代にも通ずる大きな意義を有してい
ると思われ，以下でも本号での抜粋，引用と同様に原文の意を損なわない範囲で，
できるだけ読み易くしたい。
